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まちづくりの目標 評
価
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当

局名

政策 課 室 名( )

施策 電話番号

取組方針

事務事業

事業期間

【事業全体概要】

重点取組事業 市長マニフェスト 関連根拠法令

【事業の目的】

対象（何を）

意図（どのような
状態にしたいか）

【事業の活動】

活動指標名（具体的にどのような活動をしたか） 単位

①

②

【事業の成果】

成
果
指
標
①

成果指標名 単位

成果指標の達成度（目標に対してどれだけ達成できたか）

高松市事務事業評価表【事中・事後評価】

中期目標

中期目標

総
合
計
画
体
系

概要

種別

目標値
実績値

（得点）

（どのような成果が得られたか）

（目標達成度）

成
果
指
標
②

成果指標名 単位

成果指標の達成度（目標に対してどれだけ達成できたか）

中期目標
種別

目標値
実績値

（得点）

（どのような成果が得られたか）

（目標達成度）

事業
概要

令和 年度（ 年度決算分）7 6

都市機能と自然が調和し、快適さと利便性を兼ね備えたまち

環境と共生する脱炭素社会の実現

ゼロカーボンシティの実現

再生可能エネルギーの導入拡大

低排出ガス・低公害車・省エネルギー車公用車導入事業

財政局

財産経営課

087-839-2255

令和 年度～6 令和 年度13

国等による環境物品等の調達の推進等に関す

環境基本計画に基づき、市域における温室効果ガスの排出を抑制し、環境負荷の低減を図るため、本市が定める車両
更新基準による公用自動車の更新に際しては、積極的に低排出ガス車を選定し、環境性能に優れた車両の導入を図る
。

年度7

公用自動車の更新に際しては、低排出ガス車の導入を優先して検討する。また、車両の導入に当たっては必要最小限
の台数とするとともに、各省庁の補助金などを活用しながら、リース契約を含め、初期投資を抑えて経費の平準化を
図る。

公用自動車（病院局・消防局・下水道部を除く）

更新を迎える車両については、用途を考慮する中で普通車から軽自動車への変更等を検討するとともに、低
公害車等への切り替えを行う。

R4 R5 R6 R7
R8

低公害車等導入台数 台 0 0 33 23 18

低公害車等占有率 ％

R4 R5 R6 R7
R8

0 0 65 65 65
0 0 64.25

令和６年度については、厳しい財政状況の下、新たに３３台の
低公害車を導入することができたが、低公害車等占有率につい
ては、廃止予定の車両を車検満了日までは保有しているため、
車両総数が一時的に増加しており、目標を達成することができ
なかった。

98.8%

点35
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0 0 64.25

0 0 65 65 65 65
0 0 64.25
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【事業の評価】

【コストの推移】

単位

トータルコスト 千円[ ]

事業費( ) 千円[ ]

職員人件費( ) 千円[ ]

評価ランク 総合点

【昨年度の実施状況と課題】（評価ランクの結果に対する理由などを分析して記入）

【今後の事業方針】 評価ランクの結果を受けて、上記課題に向けた今後の方針・改善策を具体的に記入( )

率( )

区分 評価項目 評価基準

妥
当
性

有
効
性

効
率
性

Ａ ～(80% 100%)
Ｂ ～(60% 79%)
Ｃ ～(0% 59%)

今後の方向性

【事業内容と事業費内訳】

項目 事業内容 事業費

年
度

年
度

積算根拠等

（予算の増減理由）

総額

国

県

市債

他

一般財源

特
定
財
源

一般財源

特
定
財
源

他

市債

県

国

総額

/
( %)

5,836 8,032 6,868 10,842

3,591 5,774 4,552 8,526

2,245 2,258 2,316 2,316
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公用自動車の更新に際しては、低排出ガス車の導入を優先
して検討した。また、車両の導入に当たっては必要最小限
の台数とするとともに、各省庁の補助金などを活用しなが
ら、リース契約を含め、初期投資を抑えて経費の平準化を
図った。

公用自動車の更新に際しては、低排出ガス車の導入を優先
して検討する。また、車両の導入に当たっては必要最小限
の台数とするとともに、各省庁の補助金などを活用しなが
ら、リース契約を含め、初期投資を抑えて経費の平準化を
図る。

使用料及び賃借料
　　　　　　１，０６７千円
備品購入費　３，４８５千円

使用料及び賃借料
　１，５７６千円
備品購入費
　６，１００千円
充電設備設置工事
　　　８５０千円※
※自動車管理債　７００千円
　脱炭素化推進事業債　充当
率９０％（交付税措置３０％
）

事業の実施が総合計画・市長マニフェスト等の目標達成や、事業の根拠等に結
び付くか。

事業の実施に対する市民のニーズの傾向はどうか。

住民福祉の向上に貢献しているか。

類似事業との統合・連携やコスト削減の可能性はあるか。

事業の上位目標である施策に貢献しているか。

事業実施手法としては最適か。

4,552

0

0

0

0

4,552

7,826

0

700

0

0

8,526

結びつく

横ばいである

貢献度が大きい

貢献度が小さい

現状が望ましい

概ね効率的にできている

Ａ 90 100
90 継続

環境基本計画を踏まえ、低公害車両を優先的に導入してきた。引き続き、環境負荷の低減を目指し、次年度以降も積極的に低公害車両

の導入を進めていく。

財政的に厳しい状況において、必要最小限の台数を確保した上で、リースを含めて経費の削減・平準化を行い、低公害車の導入を図っ

ていく。

（予算）R7（決算）R6（決算）R5（決算）R4


